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１．緒言

2019年 11月，ユネスコ総会で「高等教育の資格の承認に関する世界規約（‘Global Convention on 

Recognition of Qualifications concerning Higher Education’）が採択された。高等教育の資格の承認の

ための世界共通の原則を定めたものであり，翌 2020年にはこの実践的ガイドとして資格審査の具体

的なプロセス事例等も公表している。資格認証に関する動きは，欧州において 1999年にリスボン承

認規約を発効，2008年に「欧州資格枠組み（European Qualifications Framework，以下，EQF）」と

いう資格・学位を欧州共通の視点で理解する仕組みが策定されている。アジアにおいては，2018年，

相互に高等教育資格を承認・評定する枠組みを整えることにより，アジア太平洋における学生及び研

究者の流動性の促進を目的とした「高等教育の資格の承認に関するアジア太平洋地域規約（東京規

約）」が発効した。日本はこれに「加入（Accession）」という方法で同意している。その他，アフリ

カ地域の「アディス・アベバ規約」が 2019年に発効，中南米・カリブ地域では「ブエノスアイレス

規約」が 2019年に採択されており，各地域で高等教育の資格認証に向けた動きが本格化している。

資格認証に関する日本での先行研究は，岩田が欧州における職業教育訓練，資格枠組みについて

早くから論じており，日本版資格枠組みの早期構築を提唱している（１）。ASEANについては早田がマ

レーシア，タイ，インドネシアにおける高等教育の質保証，ASEAN単位での高等教育の質保証に向

けた取り組みについて紹介し，それが日本に与えるインパクトを検証している（２）が，いずれも資格

認証や資格枠組みそのものに対する検証は行っていない。また杵渕はドイツにおける EU諸国との制

度共通化に向けた国内制度の整備と職業教育の高度化の動向について論じ，デュアルシステムという

社会に根付いた徒弟制度が EUの教育改革によって資格枠組みに取り込まれたことの問題点，「能力」

が「資格」と同じように「所有」するものとして扱われることで等価交換されるもの，対価として何

かを得るためのものになっていることの危険性について述べた（３）。

本稿は，先駆け的存在として，資格枠組みを国レベルで策定し，すでに認証の運用を行っている

欧州（EU）に限定し，その動向を捉えたものである。まず，欧州における EQF策定の背景，枠組

みの構成とレベル説明子（descriptors），昨今の動向について述べる。その上で，資格枠組みの学習

成果志向，短期化・スピード志向，高等教育志向の 3点について考察する。なお，本稿では「資格」

（qualification）を EQFに則り「個人が所定の基準で学習成果を達成したと管轄機関が判断したとき

103
早稲田大学大学院教育学研究科紀要　別冊　29号―１　2021年９月

欧州における資格認証の動向とその「志向」

杵　渕　洋　美



104 欧州における資格認証の動向とその「志向」（杵渕）

に得られる評価および認可（assessment and validation）プロセスの正式な成果」（４）と定義する。

研究方法は，欧州理事会（European Council）の文書や欧州職業訓練開発センター（European 

Centre for the Development of Vocational Training，以下 CEDEFOP）の刊行物（Publications and 

resources）を主な資料として用いる。訳出は筆者による，または（独）大学改革支援・学位授与機

構や日本における先行研究の訳出を参考にする。

２．欧州資格枠組み（European Qualifications Framework）

（1）EQFの策定背景

1997年 11月，旧欧州委員会（Commission of the European Communities）は『知のヨーロッパへ

向けて』“Towards a Europe of knowledge” を通達し，2000年 1月 1日に発効した。「知のヨーロッパ

を構築する目的で，2000年から 2006年の教育，訓練，若者の領域における将来の共同体の行動ガ

イドラインを設定する」ものである。「ダイナミックなヨーロッパの教育領域の構築（The gradual 

construction of an open and dynamic European educational area）」をめざす方針を打ち出し，「急速に

変化する世界で，ヨーロッパ社会は，年齢や社会的状況に関係なく，すべての市民に知識へのアク

セスの機会を提供しなければならない」（５）とした。さらに 1997年 4月 8日～11日に開かれたリスボ

ンでの会合で，欧州委員会・ユネスコによって「欧州地域の高等教育に関する資格認証条約（リス

ボン認証条約）（Convention on the Recognition of Qualifications concerning Higher Education in the 

European）」が採択され，域内での高等教育機関への進学や就職を容易にするための策略が講じられ

た。①他国の学位・資格を自国の学位・資格として認証すること，②外国の学位・資格の認証に関す

る情報提供を行うナショナル・インフォメーションセンターを設立すること，③高等教育機関に対

し，ディプロマ・サプリメントの発行を促進することが主に確認された。

次いで 2000年，欧州理事会によって「リスボン戦略（Lisbon Strategy）」と呼ばれる 2010年を

ターゲットとする長期的な経済・社会改革戦略が図られ，2002年 11月，職業教育訓練と雇用の分

野においても 2010年までに欧州の人々の流動性を高めることを目的とした「コペンハーゲン宣言

（Copenhagen Declaration）」が欧州職業教育訓練担当大臣会合において採択された。この「コペンハー

ゲン・プロセス」と呼ばれる「職業教育・訓練の分野における統一的空間の構築をめざす」（６）過程の

一環として 2008年に EQFが策定された。EQFは資格・学位を欧州共通の視点で理解するための仕

組みで，労働者や学習者の国際的な流動性が高まり，生涯学習が促進されることが見込まれた。資格

制度の一貫性を図り，教育と訓練の相互浸透性，教育・訓練・労働市場間のリンク強化，教育・訓練

の質保証を目的としている。

その後 2017年 5月 22日に行われた欧州委員会（EC）の教育・青年・文化・スポーツ会議におい

て，2008年の理事会勧告を廃止し EQFの改訂案が採択された。改訂の目的は，各国の国家資格枠組

みのシステムのために共通の参照枠組みを構築し，資格の互換性，透明性を高めることによって，学

習者・労働者の雇用の可能性や流動性をさらに向上させることである（７）。この改訂により EU加盟
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国は，必要に応じて全ての公的な資格文書の発行や資格の登録の際には適切な EQFのレベルを明記

することや，ECTS（欧州単位互換制度）や ECVET（欧州職業教育訓練単位制度）等の単位互換制

度を EQFへ参照することが求められることとなった（８）。

（2）EQFの構成とレベル説明子

EQFは，各資格・学位を 8段階（レベル 1～レベル 8）に分類し，各レベルに相当する「知識・ス

キル・コンピテンス（competence）」を設定している。改訂前の EQFは，「知識（Knowledge）」「ス

キル（Skills）」「コンピテンス（Competence）」の 3つについて各レベルの説明がされていたが，改

訂後は「知識（Knowledge）」「スキル（Skills）」「責任感と自律性（Responsibility and Autonomy）」

となった。2008年版のコンピテンスの説明において「責任と自律の観点から表現される」とすでに

明記されており，「コンピテンス」という言葉を用いずに「責任感と自律性」そのものを使用すると

いう点が改訂点で，それぞれのレベル説明子の変更はない。

これら 3つの観点から資格を説明することについて，Markowitsch , Luomi-Messerer（2007）は，

責任感と自律性という意味において知識・スキル・コンピテンスという用語が資格を説明するのに十

分であるかを問い，個人的，社会的，市民的要素が欠けていると指摘している。さらにコンピテン

ス（Competence）という用語が知識・実践的な能力（practical ability）・自律性／責任感の 3つの側

面に関連する「学習成果（learning outcomes）」を意味すると理解されていると述べている。そして，

欧州委員会で提言されたレベル説明子の起源と解釈を歴史的に考察し，EQFが政治的／実用主義的

（pragmatic）なツールであり，科学的／経験的（empirical）なツールではないことを示している（９）。

ここで EQFのレベル説明子を具体的に確認する（10）。レベルが上がるに応じて予測できない状況を

想定しており，予期せぬ“unpredictable”事態への対処の対象と範囲が，レベル 4で「通常予測でき

るが変更されることのある」となり，レベル 5で「予測不能な」状況での管理と監督（責任は伴わな

い），レベル 6で「予測不能な状況での意思決定に対する責任を負う」ようになり，レベル 7になる

と「複雑で予測不能な新しい戦略的な思考と実践を必要とする仕事または学術の状況の管理と変革を

行う」と変化している。責任をもつ“responsibility”に関しては，レベル 3で「決められた任務の完

遂において」，レベル 4では「評価と業務改善の提案に対して多少の責任をもつ」，レベル 6になると

「意思決定に対して」「個人および組織の専門的な成長発展の管理に対して」となり，レベル 7では「専

門的知識や実践への成功裡な貢献かつ /あるいは組織の戦略的な達成，業績に対し変更が必要かどう

かの判断の責任を取る」となり，責任を負う対象がレベルに応じて異なっている。

またレベルが上がるにつれ，変革“transform”，戦略的業績“strategic performance”（レベル 7），

実体のある許認可“substantial authority”，最前線“forefront”（レベル 8）といった単語が使用され，

求められるコンピテンスの説明子として機能している。

EQFはシステマティックなレベル説明子により非常にきめ細かく組み立てられているといえる。

各国が参照する枠組みであるため，明瞭さが求められているからであろう。一方で，共通の枠組みで
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あるがゆえの包括的限界が生じている。「一定の職業分野を想定しない限り，そのコンピテンシーは

特定できない」（11）にもかかわらず，あらゆる職種，分野で適用させる枠組みであるため，その職種，

分野独自の職務に関する詳細な表現ができず，どのような業務成果や貢献が求められるかということ

に留まっている。M. Brockmann, L. Clarke, C. Winch（2009）は，「EQFの難しいところは，すべて

の人のすべての物事（all things to all people）を意味することができるとされていることである。こ

れは説明子の翻訳に象徴されている」として，「知識（Knowledge）」「スキル（Skills）」「コンピテン

ス（Competence）」という用語や説明子が各国の言語に翻訳されたときに生じる齟齬について，ドイ

ツ，イギリス，フランス，オランダの 4か国を例に挙げて説明しており，「大陸の（continental）シ

ステムに組み込まれている多次元のコンピテンスを理解する鍵は，仕事（job）が求めることよりも

個人が幅広く定義された職域においてできることに焦点を当てた職能（occupational capacity）の概

念である」と結論づけている（12）。

（3）EUにおける昨今の動き

①国家資格枠組みの開発段階整理

欧州では，国内の資格制度とリンクさせて認証できるようにしている国ごとの資格枠組み

（National Qualifications Framework，以下，NQF）を構築しているが，各国の開発段階をまとめた

ものが 2021年 1月 14日に発表された。この “Overview of national qualifications framework develop-

ments in Europe 2020” では，これまでの開発段階が新たに 6段階に整理されている。

NQFの開発段階は，CEDEFOPの 2013年の文書に見られるように，運用当初は①設計開発段階

（design and development stage），②公式適用段階（formal adoption stage），③初期運用段階（early 

operational stage），④高度ないし十分な運用段階（advanced or fully operational stage）の 4段階であっ

た（13）。2019年 7月の “Overview of national qualifications framework developments in Europe 2019”では，

①構想・設計段階（conceptualisation and design），②正式承認・公式適用段階（of ficial establish-

ment/formal adoption），③初期運用段階（early operational stage），④運用段階（operational stage），

⑤評価・見直し段階（evaluation, impact and (re)design）の 5段階となる。それが 1年と経たないう

ちに以下の 6段階に整理された。

①   探索段階（explorative stage）：資格枠組みが政策課題の解決策として議論され，資格の透明性の

欠如や制度改革の必要性等の課題を特定できている段階

②   設計段階（design stage）：ガバナンス体制の設計，利害関係者の選出が枠組み構築に影響を及ぼ

す段階で，レベル説明子の精緻化が重要な要素となる段階

③   適用段階（adoption stage）：国により正式に承認され公式に適用した段階で，国ごとに政治，立

法，文化を反映し違いが見られるようになる

④   活性化段階（activating stage）：運用準備段階でもあり，ガバナンスの統合，管理（体制）でもっ

て技術的な能力と専門知識を具体的に構築していく段階。この段階で NQFと既存の資格体系，
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各資格との相互関係が実際に決定される

⑤   運用段階（operational stage）：完全な実装段階であり，NQFが付加価値をもたらし，前段階で

特定した目標の達成に貢献する段階

⑥   見直し再検討段階（review stage）：目標達成のための付加価値，枠組みの機能，利害関係者の確

約や関与を評価対象として，定期的に見直し・評価を行う段階で，運用とは別段階として設定

されている

同書では，各国の開発段階のほか，NQFの構成（設定レベル数），レベルディスクリプター（知識・

スキル・コンピテンス等の評価軸），関係法令等の制定年，EQFとの認証（リンク）が行われた年等

が表形式でまとめられている。40の国と地域が掲載されており，②設計段階が 1か国，④活性化段

階が 19か国，⑤運用段階が 20か国という結果であった。

これまでの段階整理と異なっている点は，設計（design）に取りかかる前に，資格枠組みを政策課

題の解決策として，現行の資格制度の課題を特定する探索（explorative stage）段階を設けたことで

ある。また見直し再検討段階（review stage）で評価項目を挙げ NQFは定期的に見直されるべきだと

明示している。このように頻繫に開発段階が改訂，整理され，各国の段階を公表するのは，先に述べ

た包括的，言語的限界の他に，それぞれの国・地域に EQF以前からある職業資格や職業教育体系等

との軋轢をいかに解消し EQFを運用していくかといった課題があるためだと推測する（14）。

②短期資格の導入

もう一つの動向として顕著なのが，短期資格の導入である。2018年 5月にパリで開かれた欧州

高等教育圏（European Higher Education Area; EHEA）大臣会合において，短期間の学習で得ら

れる資格（short-cycle qualifications）の意義を評価し，欧州高等教育圏資格枠組（Framework of 

Qualifications for the European Higher Education Area: QF-EHEA）（15）に単独資格として位置付ける合

意がなされた。

さらに 2020年 12月，欧州委員会の専門家会合が行われ，最終報告書である “FINAL REPORT A 

EUROPEAN APPROACH TO MICRO-CREDENTIALS” が発表された。報告書では，マイクロクレデ

ンシャルを資格認証に組み込む提案がされている。マイクロクレデンシャルとは，最終報告書による

と「学習者が短期間の学習経験の後に獲得した学習成果の証拠」と定義されており，「これらの学習

成果は透明性のある明白な基準に照らして評価されている」（16）。2025年までの欧州教育圏の実現に向

けた対話文書でも「欧州委員会はマイクロクレデンシャルのヨーロッパ的開発に向けて取り組み，よ

り柔軟なモジュール学習の機会を提供することで，学習機会の拡充，生涯学習における高等教育と職

業教育訓練の役割を強化する」（17）と述べられており，今後の欧州教育圏実現のキーワードとなると筆

者は考えている。この最終報告書のなかで，マイクロクレデンシャルの構成要素に関する欧州基準が

以下のように提案されている（18）。
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学習者の本人確認情報，マイクロクレデンシャルの名称，発行元の国／地域，マイクロクレデ

ンシャルを授与する主体，発行日，学習成果を達成するために必要とされる学習量（ECTS単位

等で示す），マイクロクレデンシャルの（EQFかつ／または NQF，QF-EHEAにおける）資格の

レベル（可能であれば学位の段階も），学習成果，学習形態（オンライン型，対面型，両者のブ

レンド型，ボランティア活動，仕事経験），学習活動に登録（入学）するために必要な要件，評

価の種類（テスト，スキルの適用，ポートフォリオ，The Recognition of Prior Learning (RPL)），

試験時の監督と身元確認，マイクロクレデンシャルや学習内容の質保証，成績評価，その他の

情報

資格枠組みとの関連性について，EQFと直接リンクさせる必要があるという提案に対し，現在

の EQF推奨に準拠していないとする議論があったようだ。マイクロクレデンシャルを NQFおよび

EQFと整合させる提案に対しては，適応が可能であるという考えと各国の状況の違い（一部の NQF

ではノンフォーマルな資格が含まれていない）に配慮する必要性を唱えた議論があり，結果として 2

種類のマイクロクレデンシャルを区別する提案をしている。一つは正式な教育機関によって発行さ

れ，EQF（NQFを介して）および ECTS（または他の学位システム）と連携できるマイクロクレデ

ンシャルである。これらについては，現在の高等教育の認証ツール（EQF，ECTS，欧州高等教育分

野における品質保証の基準とガイドライン ESG等）に基づいて，または最終的にはそれらの適応を

通じて，基準をより容易に特定できるとしている。もう一つはノンフォーマルな教育機関によって発

行されたマイクロクレデンシャルで，これに関しては十分な議論ができず教育セクターでさらに議論

する必要があるとして，対応を保留している（19）。ノンフォーマル，インフォーマルな学習をも資格

枠組みやメインストリームの教育に組み込もうとする動きは以前からあるが（20），学びを資格と連結

させるこの動向は，あらゆる学びを認証の対象とし，常に成果を求める学びとすることにつながると

考える。

３．考察

ここまで欧州に焦点を当てて，資格枠組み策定の背景，EQFの構成と説明子，昨今の動向を確認

してきた。ここでは，資格・学位認証の動向における「志向」について，学習成果志向，短期化・ス

ピード志向，高等教育志向の 3点から考察しておきたい。

（1）学習成果志向

2．でコンピテンスが学習成果（learning outcomes）を意味していることを述べたが，Markowitsch, 

Luomi-Messerer は EQF策定の過程において，「学習成果」はコンピテンスとして定義されるべきだ

とされ，「コンピテンス＝文脈における学習成果」と定義され使用されたことを挙げている（21）。各国

のレポートでは「EQFは，知識，スキル，能力の概念に基づいて，学習成果の観点から説明された 8
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つの参照レベルを含む包括的なフレームワークである」と明記されており（22），資格枠組みのレベル

説明子は，学習成果をレベルづけできるように明確に（透明性をもって）表記したものである。また

先述したノンフォーマルな教育機関によって発行されたマイクロクレデンシャルも，一旦保留はされ

たもののいずれは EQFと連携させ認証する運びになるであろう。

これに対して，学びとは常に結果を求めるものなのかを問い直したい。例えばデンマーク独自の教

育制度であるフォルケホイスコーレは「職（食）のための教育ではなく，覚醒と生命力とをもたらす

人間的，国民的啓蒙と無試験，無資格制度，成熟を基本とする成人の教育」（23）が行われている「試験

や資格のための教育ではなく，それ自体が報酬であるような啓蒙教育自体」（24）で，成績や資格，単位

も出ない。結果を出すことだけが学びではなく，学習者自身の糧となれば十分その意義がある学びも

ある。また社会人の学びは往々にして理論と現場実践との往還によるものである（25）が，理論的に得

た知識・スキルを現場に戻ってから“あれはこういうことだったのか”と実践の場で確認し，ようや

く自分のものにするということはよくあるだろう。学習成果志向の学びを重視することによって，結

果さえ出せばよしとする学習観に陥り，学びのプロセスや省察といった過程を軽視することになりは

しないか。

またコンピテンスは産業界の職務評価から開発されたもので，スペンサーら（Spencer, L.M. & 

Spencer, S.M.）により定義がなされ，職務コンピテンス評価を具体的に展開していった。コンピテン

スを「ある職務または状況において，基準にてらして効果的あるいは卓越した業績（パフォーマンス）

を生み出す原因となっている個人の基底的特徴」と定義し，スキル・知識・自己概念・特性・動機と

いう構成要素からなるとした（26）。このうち自己概念・特性・動機は「氷山モデル」の水面下，つま

り潜在的部分であるが，それを学習成果，ラーニング・アウトカムズとしている点に矛盾が生じて

いる。

（2）短期化，スピード志向

2．で述べた短期資格やマイクロクレデンシャルの導入は，より短期間の資格取得，認証を促進す

る動きであるが，資格とはそのような切り売りができるものだろうか。デンマークでは，2015年の

職業教育改革で 25歳以上の職業高等教育訓練（EUV）が実施され，個々の学習者の事前学習による

職業教育訓練期間の短縮を図ったが，2017年にデンマーク評価協会（the Danish Evaluation Institute ; 

EVA）が実施した評価によると学習期間の短縮が教育訓練参加の動機にはならないことがわかり，そ

れ以外の策を講じることとなった（27）。教育訓練の短期化の動きは，全体的な見通しを立てる，総括

的，ホリスティックな学びを軽視することになりはしないか。またこのスピード志向によって，腰を

据えて本質を捉える姿勢よりも結果を追い求める姿勢へと学習観の変化も予想される。

（3）高等教育志向

緒言や EQFの策定背景で述べた世界的動向は，「高等教育の」資格認証に関する動きである。一
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方，介護業界を例に挙げると，OECDが介護職（Long-Term Care workers）のタスクをマッピング

し看護師のそれと比較した “Who Cares? Attracting and Retaining Care Workers for the Elderly” におい

て，介護労働者（personal care workers）の教育訓練の要件は低く，ほとんど誰でもなることができ

るという調査結果を出している（28）。介護職（Long-Term Care workers）の大多数（OECD諸国全体

の 63％）は中等教育レベルの資格保持者であり，16％はそれより低学歴，21％が高等教育を受けて

いる（29）。看護師は高等教育を受けているが，老年看護学（geriatric care training）は必須要件となっ

ていない国が多く，看護師から介護職を希望する者も少ないという（30）。世界的な高齢化に向けた介

護職の確保は今後各国の命題となるであろうが，資格認証の動きは高等教育にフォーカスしており，

低学歴の労働者を対象としていない。

またドイツの連邦労働・社会省が示す長期予測では，「2030年の就業者数はデジタル化の加速が

あるものの，生産性の向上により経済成長や雇用が好転し，2014年と同程度にある」（31）と述べてお

り，職業教育の高度化によりドイツ資格枠組み（DQR）のレベル 6・7，あるいは国際教育標準分

類（International Standard Classification of Education，以下 ISCED ）5段階の資格を得た者は全体の

10％に満たず，今後の需要予測でも依然として中間層が労働力の中心を占めるという。この中間層は，

ISCED3段階の中等教育および継続教育で養成されている。高等教育に焦点を当てた資格・学位認証

を推し進めることで，労働市場とのミスマッチが生じている（32）。

４．結論

ここまで，欧州における EQFの策定背景，構成とレベル説明子，昨今の動向についてまとめ，学

習成果志向，短期化・スピード志向，高等教育志向について指摘し考察を行った。知識・スキル・コ

ンピテンスという 3側面だけでは資格を説明するには不十分だという指摘，レベル説明子の包括的，

言語的限界，EQFが政治的／実用主義的ツールであること，EQFの枠組みが学習成果の観点から策

定されたこと等を海外の論文を援用しながら述べた。短期資格導入の動向も踏まえ，（ノンフォーマ

ルな学習は保留とされたものの）学習を認証の対象とし，常に成果を出すべきものとする動き（学習

成果志向），短期間にすぐに結果を出す学習の姿勢（短期化・スピード志向）についても述べた。さ

らに資格認証の動向は高等教育に焦点を当てたものであり（高等教育志向），労働市場や需要予測と

のミスマッチが生じていることを述べた。

労働者の国際的流動性を高める資格枠組みは，移民の受入や留学生，EPAや技能実習生等の外国

人が獲得した資格を母国に戻っても認証され同じ職で活躍するために有効であり，日本でもその運用

を求める声があることも理解できる。しかし，資格が通行手形として認証される仕組みが学習成果志

向のコンピテンス・ベースであった場合，コンピテンスは「個人が幅広く定義された職域においてで

きることに焦点を当てた職能（occupational capacity）の概念」とされ，個人が自己の責任において

学習しコンピテンスという成果を出し資格認証されるという流れとなる。刈谷（2007）は「職業選択

の機会が平等となったために職業生活を通じた『自己実現』が万人に求められ」，「かつての学歴社会
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では Exploitation（開発・搾取）の対象は学歴だけであったが，今その対象は「内面」「自己」「個性」

「感情」「能力」にまで及」び，「学習による人的資本の形成を自己責任によるものとしている」「学習

資本主義」という考え方を呈している（33）。また高等教育に重きを置いた資格認証は，労働市場との

不適合を生じさせているだけでなく，教育訓練格差を拡大し，技能形成における自己責任，個人主導

の方向性をより強めることになる。

５．本研究の課題

本稿では，欧州の資格枠組みに特化して考察した。日本を取り巻くアジア太平洋地域の動向，日本

における資格枠組み策定への動き，また本稿で述べた「志向」の背景，世界的な資格認証の動向によ

る生涯学習からリカレント教育への転換等については言及していない。今後の課題としてさらなる考

察が必要である。
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